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2025 年 7 月 23 日、ドナルド・トランプ米大統領が AI 分野における包括的な国家戦略「AI
アクションプラン」を発表したのは、世界のテクノロジー地政学における新たな分水嶺を画
すものだった。この歴史的な大統領令は、中国の急速な技術進歩と特に「ディープシーク・
ショック」への危機感を背景に、アメリカの AI 覇権を死守する決意を明確に示している
Reuters Japan1。 

戦略の三本柱：規制緩和、インフラ強化、中国封じ込め 

トランプ政権の AI 戦略は、明確な三つの柱を軸として構築されている。第一の柱である環
境規制緩和では、AI 関連の環境影響評価や許可申請要件を大幅に簡素化し、データセンタ
ー建設や半導体製造装置の環境基準を緩和することで、民間企業の投資と技術革新を加速
させる方針だ Reuters Japan1。この規制緩和は「官僚的な赤いテープを排除する」というス
ローガンの下、連邦レベルでの許認可見直しを含む包括的な改革を意味している Atlantic 
Council2。 
第二の柱となる半導体輸出ルール確立では、バイデン政権の厳格な輸出制限から転換し、米
国企業のグローバル競争力を高めることに重点を置く。商務省と国務省が主要 AI 企業と連
携し、「ハードウェアモデル、ソフトウェアアプリケーション、国際標準規格をセットにし
た安全なフルスタック AI 輸出パッケージ」を友好国・同盟国に優先的に提供する戦略を推
進している Reuters Japan1。 
第三の柱である AI 技術の政治的バイアス制限は、特に注目すべき要素だ。連邦政府は「イ
デオロギー的偏向」が一切ない AI システムとの契約のみを許可し、「真実追求」と「イデオ
ロギー的中立性」という 2 つの原則に従う LLM（大規模言語モデル）のみを調達すること
を義務付けた。これは、DEI（多様性・公平性・包摂性）、批判的人種理論、トランスジェン
ダー思想、気候変動対策などの「ウォーク思想」を排除する具体的な措置として機能する。 

巨額投資計画：920 億ドルがもたらすインフラ革命 

政策発表と同時に明らかにされた 920 億ドルの民間投資計画は、トランプ政権の AI 戦略の
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本気度を物語っている。このうち 560 億ドルは発電所などのエネルギーインフラに、360 億
ドルはデータセンターや AI インフラの建設に充てられる日本経済新聞 3。 
投資の詳細を見ると、Google（アルファベット）が今後 2 年間で 250 億ドルをデータセン
ター建設に投入し、さらに水力発電所改修に 30 億ドルを投じることを発表している。同社
はピッツバーグに本社を置く原子炉メーカーのウエスチングハウスとも提携し、AI による
新設原子力発電所の建設最適化に取り組む日本経済新聞 3。 
一方、投資会社ブラックストーンは 250 億ドルを投じて同州内にデータセンターとガス火
力発電所を建設する計画を発表した。エクソンモービルの CEO ダレン・ウッズ氏は「AI 需
要の増大に伴う電力供給と CO2 地中貯留事業の大規模展開」を見込むと語り、エネルギー
産業にとっての AI 革命の意義を強調している日本経済新聞 3。 

中国対抗戦略：「スプートニク・モーメント」への回答 

トランプ政権の AI 戦略は、中国の技術進歩、特に 2025 年 1 月に登場した中国発の高性能
AI「ディープシーク-R1」がもたらした衝撃への直接的な回答でもある。このモデルは、米
OpenAI の「o1」と同等の性能を持ちながら、開発・運用コストを大幅に削減することに成
功し、「ディープシーク・ショック」と呼ばれる市場動揺を引き起こした NRI4。 
ディープシーク-R1 の技術的革新性は三つの要因に基づいている。第一に、データ処理量の
削減による動的検索型アーキテクチャの採用。事前学習量を抑制し、問い合わせ時に必要な
計算と電力を投入することで総コストを大幅に圧縮した。第二に、米中輸出規制の抜け道を
利用した NVIDIA 製 GPU「H800」の調達。第三に、OpenAI 等既存大規模モデルからの知
識蒸留技術の活用である NRI4。 
この「AI 版のスプートニク・モーメント」は、米国企業が AI 技術の先駆者としての地位を
失う可能性を意識させ、巨額資本と先進インフラによる米国優位の神話を揺るがした NRI4。
トランプ政権は対応として、商務省に中国製 AI モデルが中国共産党のプロパガンダを増幅
していないかを検証する調査を指示し、対中輸出規制のさらなる強化を検討している
Reuters Japan1。 

米中 AI 競争の現状：数字で見る格差と変化 

Insikt Group の 2025 年分析によると、中国は依然として主要なすべての要素（資金、人材、
規制、技術普及、モデル性能、計算能力）で米国に遅れをとっているか、少なくとも明確に
リードしていない状況にある Recorded Future5。具体的には、中国の生成 AI モデルは米国
競合に対し約 3～6 ヶ月の性能差で遅れているものの、この差は縮小傾向にある。 
資金面では、米国連邦政府の「中核的」および「分野横断型」AI 研究開発支出は計約 28 億
ドルに達し、中国中央政府の AI R&D 支出「数十億ドル」規模とほぼ同等もしくは僅差で上
回っている。しかし、民間投資では米国企業への投資総額が中国の民間投資を大幅に上回る
状況が続いている Recorded Future5。 
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人材面では、米国は国際移民優位とトップ教育機関により依然有利だが、中国は国内人材プ
ールを強化中で、長期的には競争が激化する可能性がある。コンピューティング能力につい
ては、中国の半導体産業はサブ 7nm チップ製造で依然ボトルネックに直面しており、国産
AIアクセラレータのHuawei Ascend 910B/Cは歩留まり 40％程度と需要を満たすには不足
している Recorded Future5。 

専門家の評価：期待と懸念の交錯 

アトランティック・カウンシルが収集した複数の専門家意見は、トランプの AI 戦略に対す
る複雑な評価を示している。グラハム・ブルーキー氏は「計画は熟考され包括的だが、予算
と人員削減の時代に政府の専門知識と資金が十分あるかが疑問」と指摘する Atlantic 
Council2。 
トリシャ・レイ氏は「フルスタック輸出パッケージの野心は評価できるが、ガバナンス層が
最も弱い」と批判し、ラウル・ブレンス・ジュニア氏は「『アメリカを買え、アメリカを信
頼せよ』という単独主義的戦略は同盟国の信頼を損ない、誤報、気候変動、公平性などの問
題を軽視することで従来のパートナーとの関係に砂のような摩擦をもたらし続ける」と警
告している Atlantic Council2。 
エネルギー専門家のジョセフ・ウェブスター氏は、「米国は 2023 年にわずか 55 マイルの高
電圧線しか建設しておらず、2015-2019 年の年平均 925 マイルから大幅に減少している」
状況を指摘し、送電インフラへの直接資金提供がわずか 29 億ドルに留まることへの懸念を
表明した Atlantic Council2。 

同盟国との連携：友好国優遇の新たな階層化 

トランプ政権の AI 戦略において注目すべきは、友好国・同盟国との技術連携を通じた中国
包囲網の構築だ。日本については、米英豪の 3 カ国による安全保障枠組み「AUKUS」への
技術面での協力が見込まれており、人工知能や量子といった先端技術の研究で連携を深め
る方向性が示されている www.nikkei.com6。 
商務省と国務省が業界と提携して構築する「フルスタック AI 輸出パッケージ」は、NATO
各国、日米豪印クアッド、欧州主要同盟国などが対象となることが想定されている Reuters 
Japan1。この戦略は、技術的結びつきを強化することで中国の影響力を相対的に低下させる
狙いがある。 
しかし、マーク・スコット氏が指摘するように、「メイク・アメリカ・グレート・アゲイン」
のアプローチによる輸出政策は、EU当局との対立点となる可能性が高いAtlantic Council2。
特に、米国第一主義的な輸出スタンスと関税脅威は、グローバル市場の分断を招く懸念があ
る。 

市場への影響：株価動向と産業構造の変化 
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AI 半導体・電力インフラ関連株は、トランプの AI 政策発表を受けて複雑な反応を示してい
る。一方で、データセンター向け AI 半導体市場でシェア約 8 割を占める NVIDIA をはじめ
とする半導体大手には規制緩和による恩恵が期待される kabu.com7。他方で、ディープシー
ク・ショックが示した低コスト・高性能モデルの登場は、これまでの巨額投資モデルへの疑
問を投げかけ、「強気一辺倒の市場は続きにくくなる」との見方も出ている NRI4。 
Bloomberg Intelligence の調査によると、2025 年の生成 AI 市場規模は 3,139 億ドル（前年
比+46％）となり、2032 年には約 1.8 兆ドルまで拡大すると予想されている SMD-AM8。
この成長予測は、トランプ政権のインフラ投資計画と相まって、長期的な産業構造の変化を
示唆している。 

環境政策との両立：エネルギー安全保障の新たな課題 

トランプ政権の AI 戦略で最も議論を呼ぶ要素の一つが、環境規制緩和とエネルギー供給拡
大の両立だ。AI 開発には膨大な電力が必要であり、データセンターの電力消費は急激に増
加している。この需要に対応するため、政権は化石燃料の拡大と資源開発の加速を推進する
一方で、原子力エネルギーへの移行も視野に入れている IEEI9。 
ブラックロックの CEO ラリー・フィンク氏は「現時点では調整可能なガスに依存し、将来
的には核エネルギーへの移行が望ましい。代替案はない」と述べ、エネルギー転換の現実的
な道筋を示している日本経済新聞 3。しかし、環境規制緩和による温室効果ガス排出の増加
と、パリ協定からの離脱可能性は、国際的な気候変動対策との整合性に疑問を投げかけてい
る JRI10。 

長期的展望：2030 年に向けた競争の行方 

専門家の分析によると、2030 年にかけて新アルゴリズムやエージェント型・協調型 AI シス
テムの登場が、両国のモデル競争力を根本から変える可能性が高い Recorded Future5。AI
技術の「イノベーション」よりも「普及」が経済・地政学的勝者を決める鍵となるため、普
及レベルを高める特許やオープンソース戦略の重要性が増している。 
トランプ政権の AI 戦略は、短期的には規制緩和による投資促進と技術開発の加速を期待で
きるが、長期的な課題も多い。政府の実行能力、国際協調の欠如、環境負荷の増大、同盟国
との摩擦などが、戦略の成功を左右する要因となるだろう。 

結論：野心と現実のはざまで 

トランプ政権の「AI アクションプラン」は、アメリカの AI 覇権を死守するための包括的で
野心的な戦略として評価できる。920 億ドルの民間投資、規制緩和による技術革新の促進、
友好国との連携強化など、多方面にわたる取り組みは確かに印象的だ。 
しかし、専門家が指摘する実現可能性への疑問、政府の実行能力不足、国際協調の課題など
は、この戦略の成功を左右する重要な要因である。特に、ディープシーク・ショックが示し
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たように、AI の競争環境は急速に変化しており、巨額投資だけでは技術優位を保証できな
い現実が浮き彫りになっている。 
米中 AI 競争の帰趨は、単なる技術力の比較を超えて、政治体制、価値観、国際協調のあり
方を問う 21 世紀の新たな冷戦の象徴でもある。トランプ政権の AI 戦略が目指す「アメリ
カ・ファースト」のアプローチが、グローバルな技術エコシステムの中でどのような結果を
もたらすか、今後数年間の動向が注目される。 
技術覇権をめぐる競争は、単なる国家間の威信の問題ではなく、人類の未来を左右する重要
な岐路である。トランプ政権の AI 戦略が、その岐路でアメリカを、そして世界をどの方向
に導くのか、私たちは歴史の証人として注意深く見守る必要がある。 

 
Appendix: Supplementary Video Resources 

 
Trump reveals details about AI Action Plan 
9 hours ago 

 
トランプ氏「13 兆円」投資計画 グーグルなどが AI 投資 ... 
1 week ago 

 
How Trump's AI Action Plan could disrupt tech 
16 hours ago 
もっと詳しく 
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